
 

令和８年１０月１日公告 

 

狭あい道路整備工事（古新地区） 

 

 

１ 対象工事 

 （１）工事番号    １６０ 

（２）工事名     狭あい道路整備工事（古新地区） 

（３）工事場所    高砂市米田町古新 

（４）建設工事の種類 土木一式工事 

（５）工事概要    舗装工   ３５３．０㎡ 

           排水構造物工  一式 

           縁石工     一式 

           附帯工     一式 

           上水工     一式 

           下水工     一式 

（６）工期      契約締結日の翌日から令和９年２月２６日まで 

（７）その他     本工事の入札は、兵庫県電子入札共同運営システム（以下「電子入

札システム」という。）を利用して行う。そのため、入札に関する手

続については、兵庫県電子入札共同運営システム利用規約及び高砂

市電子入札運用基準に従って行う。 

 

２ 予定価格    ９，０６７，０００円（消費税及び地方消費税相当額を除いた金額） 

 

３ 最低制限価格  有 

 

４ 応募形態    単体企業 

 

５ 入札参加要件 

（１）高砂市入札参加資格者名簿（建設工事）に工種土木一式工事で登録されていること。 

（２）建設業法（昭和２４年法律第１００号）に規定する土木工事業において建設業の許可

を有すること。 

（３）本店の所在地が高砂市内であること。 

（４）入札（開札）日において建設業法に規定する土木一式工事に係る経営事項審査結果の

総合評定値が１点以上６４９点以下であること。 

（５）入札（開札）日において有効な経営規模等評価結果通知書総合評定値通知書の写しが

高砂市契約管財課へ提出されていること。 

（６）高砂市指名停止基準（平成６年高砂市訓令第１３号）に基づく指名停止を公告日及び

入札（開札）日のいずれにおいても受けていないこと。 

（７）地方自治法施行令（昭和２２年政令第１６号）第１６７条の４に規定する資格制限に

該当しないこと。 



 

 

（８）会社更生法（平成１４年法律第１５４号）に基づく更生手続開始の申立てがなされて

いないこと及び民事再生法（平成１１年法律第２２５号）に基づく再生手続開始の申立

てがなされていないこと。ただし、更生計画又は再生計画の認可の決定が参加申込期日

以前になされている場合は、この限りでない。 

（９）高砂市が別途、提出を求めていた国税の納税証明書及び市税完納証明書の写しが入札

（開札）日において高砂市契約管財課へ提出されていること。 

（10）高砂市と契約した手持工事が５件ある場合は、入札参加資格がないものとする。ただ

し、次に掲げるものは手持工事数には含まない。 

ア 単価契約である工事 

イ 随意契約により受注した工事 

ウ 制限付一般競争入札により受注した工事 

エ 業務委託として受注したもの（設計、清掃、除草等） 

オ 前年度から工期を延長した工事（請負業者の事情によるものを除く。） 

（11）同一の入札に参加しようとする者が次のいずれかに該当しないこと。 

  ア 資本関係が次のいずれかに該当する場合（子会社（会社法（平成１７年法律第８

６号）第２条第３号に規定する子会社をいう。以下同じ。）又は子会社の一方が更生

会社（会社更生法第２条第７項に規定する更生会社をいう。以下同じ。）又は民事再

生法第２条第４号に規定する再生手続が存続中の会社（以下「再生手続が存続中の

会社」という。）である場合を除く。） 

（ア） 子会社と親会社（会社法第２条第４号に規定する親会社をいう。以下同じ。）

の関係にある場合 

（イ） 親会社を同じくする子会社同士の関係にある場合 

イ 人的関係が次のいずれかに該当する場合（アの場合で、会社の一方が更生会社又

は再生手続が存続中の会社であるときを除く。） 

（ア） 一方の会社の役員（会社の代表権を有する取締役、取締役（会社法第２条

第１１号の２に規定する監査等委員会設置会社における同法第３８条第２項に規

定する監査等委員である取締役、同法第２条第１２号に規定する指名委員会等設

置会社における取締役及び同条第１５号に規定する社外取締役を除く。）及び同法

第４０２条に規定する指名委員会等設置会社の執行役をいう。以下同じ。）が、他

方の会社の役員を現に兼ねている場合 

（イ） 一方の会社の役員が、他方の会社の会社更生法第６７条第１項又は民事再

生法第６４条第２項の規定により選任された管財人を現に兼ねている場合 

 

６ 配置予定技術者 

（１）配置予定技術者の要件 

建設業法に規定する土木工事業の主任技術者の資格を有する者であり、かつ、高砂

市に当該資格を登録している者であること。 

（２）配置の要件 

ア 開札日において、本工事の配置予定技術者は、他の工事に専任で配置されていな

いこと。ただし、他の工事に専任で配置されている主任技術者又は監理技術者であ

って、建設業法第２６条第３項ただし書の規定に該当する主任技術者又は監理技術



 

 

者である場合は、その他の工事現場及び同法第２６条の５に規定する営業所技術者

又は特定営業所技術者の職務を兼ねていないこと。 

イ 本工事の配置予定技術者は、この公告と同日に公告された他の工事の配置予定技

術者になることができるものとする。ただし、配置予定技術者となった工事を落札

した時点で、当該落札後の入札参加申込みは、全て無効とする。 

 

７ 入札参加申込み 

（１）申込方法  入札参加希望者は、電子入札システム内の競争参加資格確認申請書フォ

ームに必要事項を入力し、高砂市地域公募型条件付一般競争入札参加申

込書（指定様式）を添付して、電子入札システムにより送信すること。

ただし、高砂市電子入札運用基準に基づく紙入札（以下「紙入札」とい

う。）による入札参加を希望する者は、（２）で定める申込期間内に、高

砂市地域公募型条件付一般競争入札参加申込書（指定様式）及び紙入札

承認申請書（指定様式）を高砂市契約管財課への書留郵便又は持参によ

り提出すること。 

（２）申込期間  令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月８日（木）まで。ただし、

当該期間内に日曜日、土曜日及び国民の祝日に関する法律（昭和２３年

法律第１７８号）に規定する休日（以下「休日等」という。）があるとき

は、当該休日等を除く。 

（３）申込時間  午前９時から午後８時まで（電子入札システムの稼働時間内）。ただし、

紙入札による入札参加を希望する場合は、午前９時から午後５時まで（正

午から午後１時までを除く。）。 

 

８ 設計図書等の閲覧及び交付 

（１）閲覧及び交付期間  令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月８日（木）まで 

（２）閲覧及び交付の方法  上記期間内に兵庫県電子入札共同運営システムポータルサイ

ト（高砂市）（以下「ポータルサイト」という。）からダウンロ

ードすること。 

なお、契約にいたらなかった場合は、速やかに設計図書等を

破棄又は削除すること。 

 

９ 設計図書等に関する質問及び回答 

（１）設計図書等に関する質問は、下記期間内に設計図書等に対する質問書（指定様式）を

高砂市都市創造部道路公園課（以下「事業課」という。）まで、ファクシミリ（ＦＡＸ．

０７９－４４２－２２２９）又は持参により提出すること。ただし、当該期間内に休日

等があるときは、当該休日等を除く。 

令和８年１０月１日（木）から令和８年１０月８日（木）まで 

（２）質問に対する回答 

令和８年１０月１３日（火）からポータルサイト及び高砂市契約管財課で公表する。 

 

10 入札受付期間 



 

 

（１）入札方法  電子入札システムにより工事費内訳明細書を添付して入札すること。 

（２）入札期間  令和８年１０月１５日（木）午前９時から令和８年１０月１９日

（月）午後５時まで（電子入札システムの稼働時間内）。ただし、当該

期間内に休日等があるときは、当該休日等を除く。 

 

11 開札の日時及び場所 

（１）日時 令和８年１０月２１日（水） ９時１５分予定 

（開札状況により前後します。） 

（２）場所 高砂市役所南庁舎３階入札室兼会議室 

 

12 入札保証金 

免除 

 

13 契約保証金及び契約不適合責任保証金 

（１）契約保証金 

契約金額が５００万円以上の場合、有（契約金額の１０分の１以上） 

（２）契約不適合責任保証金 

契約金額が５，０００万円以上の場合、有（契約金額の１００分の３以上） 

 

14 建設業退職金共済制度の掛金収納書（発注者提出用）の提出 

契約金額が２００万円以上の場合、要 

 

15 支払条件 

前金払      工期が９０日以上で、契約金額が５００万円以上の場合、有 

      （契約金額の１０分の４以内）  

中間前金払    工期が９０日以上で、契約金額が５００万円以上の場合かつ前金

払を受けた場合、有 

（契約金額の１０分の２以内。ただし、前金払との合計額は、契約

金額の１０分の６以内とする。）  

部分払      無 

 

16 入札書 

落札決定に当たっては、電子入札システムに入力した金額（紙入札の場合は入札書に

記載した金額）に当該金額の１００分の１０に相当する額を加算した金額をもって落札

価格とするので、入札者は見積もった契約希望金額の１１０分の１００に相当する金額

を電子入札システムに入力（紙入札の場合は入札書に記載）をすること。 

 

17 留意事項 

（１）高砂市地域公募型条件付一般競争入札の応募案内及び地域公募型条件付一般競争入札

についてのＱ＆Ａ並びに高砂市電子入札運用基準を熟知のうえ、無効となる入札参加申

込み又は入札とならないよう、応募に必要な手続及び注意事項を遵守すること。 



 

 

（２）入札参加申込書類、入札添付書類等に不備がある場合は、無効とする。 

（３）高砂市地域公募型条件付一般競争入札参加申込書の配置予定技術者の欄には、本工事

に配置する配置予定技術者１名を記入すること（複数名の記入は無効とする。）。 

（４）入札参加有資格者が、入札（開札）日までに入札条件を満たさなくなったときは、入

札に参加できない。 

（５）入札（開札）において事故が起きたとき又は不正な行為があると認めたときは、入札

を中止し、又は延期する場合がある。 

（６）予定価格を事前公表したものについては、予定価格を超過する入札をした者は、この

入札の開札日から１箇月の指名停止になり、当該入札後の入札は、全て無効とするので

注意すること。 

（７）入札金額が最低制限価格を下回る場合は、失格とする。 

（８）最低制限価格以上で入札をした者がいないときは、最低制限価格の設定に関する事務

取扱要綱第３条の２に規定する算出方法の特例により算出した最低制限価格をもって

落札者を決定する。 

（９）落札となるべき同価の入札をした者が２人以上あるときは、電子くじにより落札者を

決定する。 

（10）手持工事が４件以内の者は、複数の入札に申し込むことができる。ただし、開札の結

果、落札者となり手持工事が５件となった時点で、当該落札後の入札は、全て無効とす

る。 

（11）本工事の配置予定技術者は、この公告と同日に公告された他の工事の配置予定技術者

になることができるものとする。ただし、配置予定技術者となった工事を落札した時点

で、当該落札後の入札は、全て無効とする。 

（12）契約金額が５００万円以上の落札者は、契約締結後速やかに、当該配置技術者をコリ

ンズに登録し、登録内容確認書（以下「確認書」という。）を事業課に提出すること。 

   なお、確認書提出後において、登録内容の変更手続等（実績登録の変更及び竣工並び

に訂正及び削除手続）をしたときは、速やかに、最新の確認書を事業課に提出するもの

とする。 

（13）高砂市における暴力団の排除の推進に関する条例（平成２４年高砂市条例第５号）に

より、契約金額が２００万円を超える場合には、落札者は、本工事の契約締結時におい

て、自らが暴力団等に該当しない者である旨等を記載した誓約書（指定様式。以下「誓

約書」という。）を高砂市に提出しなければならない。また、落札者は、下請契約及び資

材又は原材料の購入契約その他の契約（以下「下請契約等」といい、本工事の履行に伴

い締結する下請契約等を一次下請契約等として、以下、下請契約等が数次にわたるとき

は、その全ての下請契約等を含む。以下同じ。）を締結する場合においては、その契約金

額（同一の者と複数の下請契約等を締結する場合には、その合計金額）が２００万円を

超えるときには、下請契約等の相手方から当該下請契約等の締結時に誓約書（指定様式）

を徴取し、高砂市に提出しなければならない。 

なお、契約金額が２００万円以下の場合についても、高砂市が必要であると認めると

きは、誓約書を提出させる場合がある。 

（14）公共工事の入札及び契約の適正化の促進に関する法律（平成１２年法律第１２７号。

以下「入札契約適正化法」という。）第１４条の規定により、建設業法第２２条第３



 

 

項の規定は適用しないため、同法に違反する一括下請その他不適切な形態の下請

契約を締結しないこと。 

（15）入札契約適正化法第１１条第１号の規定により、建設業法第８条第９号、第  

１１号（同条第９号に係る部分に限る。）、第１２号（同条第９号に係る部分に限

る。）、第１３号（同条第９号に係る部分に限る。）若しくは第１４号（これらの

規定を同法第１７条において準用する場合を含む。）又は第２８条第１項第３号、

第４号（同法第２２条第１項に係る部分に限る。）若しくは第６号から第８号ま

でのいずれかに該当する場合は、建設業の許可官庁に通知する。 

また、入札契約適正化法第１１条第２号の規定により、入札契約適正化法第  

１５条第２項若しくは第３項、同条第１項の規定により読み替えて適用される建

設業法第２４条の８第１項、第２項若しくは第４項又は同法第１９条の５、第２

６条第１項から第３項まで、第２６条の２若しくは第２６条の３第７項の規定に

違反した場合は、建設業の許可官庁に通知する。 

（16）入札契約適正化法第１５条第２項の規定により、建設業法第２４条の８第１項

に規定する施工体制台帳（下請契約を締結した場合に限る。）を作成しなければ

ならないこととされているものは、作成した施工体制台帳（同項の規定により記

載すべきものとされた事項に変更が生じたことに伴い新たに作成されたものを

含む。）の写しを作成後、速やかに事業課に提出しなければならない。 

また、入札契約適正化法第１５条第３項の規定により、施工体制が建設業法第

２４条の８第１項に規定する施工体制台帳の記載に合致しているかどうかの点

検を職員から求められたときは、これを拒むことができない。 

 


